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第１章 総則 

1.1 設計図書等について 

本業務は、仙台市契約規則（昭和 39 年仙台市規則第 47 号）、契約書、一般仕様書、特記仕様書及

び位置図に基づくのに加え、「南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業 PPP/PFI 導入実施設計等

業務」を委託する受託者を特定するために実施した公募型プロポーザルにおいて、合意に至った契約

条件等により行うものである。 

 

1.2 一般仕様書の適用 

  本仕様書は、南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業PPP/PFI導入実施設計等業務委託（以下、

本業務）の全般にわたり基本的な事項を定めたものである。 

 

1.3 費用の負担 

   業務の検査等に伴う必要な費用は、本仕様書に明記のないものであっても、原則として受託者の負

担とする。 

 

1.4 法令等の遵守 

受託者は、本業務の実施に当り、関連する法令等を遵守しなければならない。 

 

1.5 中立性の保持 

   受託者は、常にコンサルタントとしての中立性を堅持するように努めなければならない。 

 

1.6 秘密の保持 

  受託者は、業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。 

 

1.7 公益確保の義務 

受託者は、本業務を行うに当っては公益の安全、環境その他の公益を害することの無いように努め

なければならない。 

 

1.8 許可申請 

  受託者は、必要な許可申請（計画通知等）に関する事務に必要な図書作成を遅延なく行わなければ

ならない。 

 

1.9 提出書類 

受託者は、業務着手及び完了にあたり、発注者の契約約款に定めるもののほか、下記の書類を提出

しなければならない。 

（イ）着手届等 （ロ）業務履行計画書 （ハ）業務担当者届 （二）納品書 

（ホ）業務委託料請求書等 

  ただし、（ロ）業務履行計画書については、「南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業 PPP/PFI

導入実施設計等業務」を委託する受託者を特定するために実施した公募型プロポーザルにおいて、審

査され合意に至った実施方針の内容を漏れなく反映し、作成しなければならない。 
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本業務に関する書類の提出に際し使用する様式は、業務委託（工事関連）の様式とする。 

（ https://www.city.sendai.jp/gijutsukikaku/download/bunyabetsu/keyaku/koji/dobokukoji.h

tml） 

なお、提出書類の内容に変更が生じたときは、そのつど変更内容を反映し提出しなければならない。 

 

1.10 管理技術者及び照査技術者並びに業務担当の配置 

（１）  受託者は、「南蒲生浄化センター汚泥処理施設再構築事業 PPP/PFI 導入実施設計等業務」の

公募型プロポーザルにおいて、配置予定技術者調書に記載した者を管理技術者及び照査技術者並

びに業務担当として配置しなければならない。 

（２）  受託者は、前項で配置した者に加え、業務担当を補佐する者を配置することができる。ただ

し、補佐する業務内容を明確にするとともに、業務担当の監督のもと業務に従事する場合に限る

ものとする。なお、業務担当を補助する者を配置した場合でも、発注者や関係官公庁等との協議

等は、業務担当が行わなければならない。 

（３）  管理技術者は、業務を統括し工程管理を行うほか、業務の全般に渡り技術的管理を行わなけ

ればならない。なお、主要な協議並びに現地調査及び導入可能性調査に出席しなければならない。 

（４）  照査技術者は、業務を施行するうえで技術資料等の諸情報を活用し、十分な比較検討を行う

ことにより、常に業務の高い質を確保することに努めるとともに、さらに照査を実施し、設計図

書やその他の作成図書に誤りがないようにしなければならない。 

 

1.11 工程管理 

受託者は、本業務が遅延することのないよう工程管理をしなければならない。また、工程に変更が

生じた場合には、速やかに変更業務履行計画書を提出し、協議しなければならない。 

 

1.12 成果品の検査及び納品 

（１）  受託者は、業務を完了したときは、遅滞なく発注者に対して業務完了届を提出しなければな

らない。 

（２）  発注者は、前項の業務完了届を受理したときは、その日から 10 日以内に業務完了の検査を

しなければならない。 

（３）  受託者は、業務が前項の検査に合格しないときは、直ちに修補して発注者の再度の検査を受

けなければならない。この場合において、修補の完了を業務の完了とみなして前２項の規定を

適用する。 

（４）  受託者は、成果物がある場合において、第２項（前項において適用する場合も含む）に定め

る検査に合格したときは、直ちに発注者へ引渡しを行わなければならない。 

 

1.13 関係官公庁等との協議 

受託者は、関係官公庁等と協議を必要とするとき又は協議を受けたときは、誠意をもってこれに当

り、この内容を遅滞なく報告しなければならない。 

 

1.14 参考資料の貸与 

仙台市は、業務に必要な関係資料を所定の手続きによって貸与する。 
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1.15 証明書の交付 

必要な証明書及び申請書の交付は、受託者の申請による。 

 

1.16 疑義の解釈 

本仕様書に定める事項について、疑義を生じた場合又は本仕様書に定めない事項については、発注

者、受託者の協議によるものとする。 

 

 

第２章 業務一般 

2.1 一般的事項 

（１） 業務は、発注者と十分協議打合せの上、実施しなければならない。 

（２） 業務の実施に当って、受託者は発注者と綿密な連絡を取り、その連絡事項をつど記録し、打合

せの際、相互に確認しなければならない。 

（３） 業務着手時及び業務の主要な区切りにおいて、受託者と発注者は協議打合せを行い、協議打合

せした事項はそのつど記録し、内容を明確にした上で相互に確認しなければならない。 

（４） 調査に当っては、十分に調査内容を精査するとともに問題点及び疑義等が生じたときは遅滞な

く協議打合せを行うものとする。 

 

2.2 設計基準及び調査基準等 

本業務にあたっては、発注者の指示する図書及び別紙参考図書一覧により、業務を行わなければな

らない。ただし、明確な根拠及び適用する合理性がある設計基準及び調査基準等で発注者が認めるも

のについては、この限りではない。 

 

2.3 業務上の疑義 

業務上疑義が生じた場合は、発注者と協議の上、これらの解決にあたらなければならない。 

 

2.4 業務の資料 

 本業務における設計及び調査等の計算根拠、資料等はすべて明確にし、整理して提出しなければな

らない。 

 

2.5 参考資料の貸与 

  本業務に必要な下水道事業計画図書、測量、土質調査資料、その他の資料は所定の手続きにより貸

与する。 

 

2.6 参考文献等の明記 

本業務に文献、その他の資料を引用した場合は、その文献、資料名を明記しなければならない。 

 

2.7 現地調査 

  受託者は現地を踏査し、発注者の下水道事業計画図書、測量、土質調査資料、その他の資料に基づ

き、下記事項について、確認しておかなければならない。 
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（１） 地形、その他 

    用地境界、周囲の状況、地盤高、排水の状況、連絡道路、水道、ガス、電気の経路等 

（２） 地質 

    地質調査資料と現地の関係 

（３） 既存施設の運用状況 

（４） 再構築施設の建設予定位置 

（５） その他本業務に必要な事項 

なお、受託者は、発注者と合同で現地調査を実施する場合は、実施後に確認した事項について整理

し、提出しなければならない。 

 

 

第３章 照査 

3.1 照査の目的 

  照査は、業務の高い質を確保するために業務の主要な区切りにおいて、つど実施するものとする。

また、遺漏なく照査を実施し、設計図書やその他の作成図書に誤りがないようにしなければならない。 

 

3.2 照査事項 

受託者は設計全般にわたり正常時・異常時における処理機能の確保、施設の耐久性及び環境条件に

対応する適応性、柔軟性を基本として以下に示す事項について照査を実施しなければならない。 

（１） 基本条件の確認内容に関する照査 

（２） 検討の方法及びその内容に関する照査 

（３） 土木設計、建築設計（建築機械、建築電気を含む）、機械設計、電気設計の相互間における整

合性に関する照査 

（４） 官民連携手法の調査結果に関する照査 

（５） 設計計画の妥当性（設計方針、設計条件等）の照査 

（６） 各種計算書の適切性に関する照査 

（７） 各種設計図の適切性に関する照査 

（８） 各種計算書と設計図の整合性に関する照査 

  加えて、設計をもとに事業の基本的な方針に関する書類や募集書類についても、以下に示す事項に

ついて照査を実施しなければならない。 

（９） 事業の方針及び要求水準の適切性に関する照査 

（１０） 募集書類の構成及びその内容に関する照査 

（１１） 質問・意見に対する回答書（案）の照査 

（１２） 事業者の募集・選定に係る支援の適切性に関する照査 

 

3.3 照査報告 

実施した照査について、項目、内容及びその結果を整理した報告書（一覧表）を作成し、提出のこと。 

 

 

第４章 提出図書 
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4.1 提出図書 

成果品の提出部数は、次のとおりとする。 

（１） 汚泥処理施設再構築事業導入基本設計検討書  Ａ４版製本 2部 

（２） 基本設計図                 Ａ３版折りたたみ製本 2 部 

（３） その他関係図書一式             Ａ４版製本 2部 

（４） 打合せ議事録一式（照査報告書含む）     Ａ４版製本 1部 

（５） 電子成果品一式               ＣＤ－Ｒ  1 式 

 

 

第５章 その他留意事項 

（１） 共通仕様書の取扱いについて 

本業務においては、宮城県土木部作成の共通仕様書（建設関連業務）の文中における宮城

県を仙台市と読替え準用するものとする。ただし、前条の設計図書に記載されている事項

は、共通仕様書(建設関連業務)に優先するものとする。また、標準的な構造は仙台市下水

道施設構造等標準図によるものとする。 

（２） 業務実績登録について 

受託者は、契約時又は変更時において、業務委託料が 100 万円以上の業務について、一般財団

法人日本建設センターが提供する測量調査設計業務実績情報サービス（以下「TECRIS」）に基

づき、受注・変更・完了・訂正時に業務実績情報として「登録のための確認のお願い」を作成

し、受注時は契約締結後、15 日（休日等を除く）以内に、登録内容の変更時は変更があった

日から、15 日（休日等を除く）以内に、完了時は業務完了後、15 日（休日等を除く）以内に、

調査職員の確認を受けたうえで、登録機関に登録申請しなければならない。なお、登録内容に

訂正が必要な場合、TECRIS に基づき、「訂正のための確認のお願い」を作成し、訂正があった

日から、15 日（休日等を除く）以内に調査職員の確認を受けたうえ、登録機関に登録申請し

なければならない。 

登録できる業務担当は、業務計画書に示した技術者とする（業務担当を補助する者の登録は２

名までとする）。 

また、登録機関に登録後、TECRIS より「登録内容確認書」をダウンロードし、直ちに調査職員

に提出しなければならない。なお、変更時と完了時の間が、15日間（休日等を除く）に満たな

い場合は、変更時の提出を省略できるものとする。 

（３） 環境への配慮について 

受託者は、「仙台市環境行動計画」に基づき、環境配慮に関する要請書（公共事業を行う

に際しての環境配慮について）に掲げた要請事項を遵守するものとする。 

（４） 建設副産物について 

受託者は、設計にあたって建設副産物の発生抑制・再利用の促進・適正処理の徹底につ

いて検討を行い、設計に反映させるものとする。その成果として設計段階における再資

源化・縮減率の見込みが「仙台市発注工事における建設副産物リサイクルガイドライン

（※）」別表第 1 に定める目標値に達しない場合に限り、リサイクル計画書を作成するも

のとする（概略設計又は予備設計の段階においてはリサイクル計画書(概略設計・予備設

計)(様式 1)を、また詳細設計の段階においてはリサイクル計画書(詳細設計)(様式 2)）。 
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※仙台市発注工事における建設副産物リサイクルガイドライン、リサイクル計画書 

（ https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/yoko/kensetsu.h

tml） 

（５） 前金払について 

受託者は、仙台市契約規則及び前金払取扱要綱の定めにより、各年度の年割額に応じて前

払金の支払いを請求できるものとする。 

（６） ウィークリースタンスの取り組み運用について 

本業務はウィークリースタンスの取り組み運用対象業務であることから、「ウィークリー

スタンスの取り組み運用」に基づき取り組むものとする。 

（ https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/yoko/weeklystan

ce.html） 

（７） 地盤情報データベースへの登録について 

受託者は、共通仕様書（建設関連業務）[地質・土質調査業務]成果品の提出に基づき、

地盤情報を「一般財団法人国土地盤情報センター」の検定を受けたうえで、「国土地盤情

報データベース」に登録しなければならない。 

受託者は、発注者の指示に従って成果品データに「公開可否コード」を記入したうえで

検定の申し込みを行うこととする。 

なお、検定に要する費用は、委託契約締結後、設計変更にて計上することとし、諸経費

率算定の対象額としない。 

受託者は、納品の際に、一般財団法人国土地盤情報センターから受領した検定証明書を

発注者に提出するものとする。 

（８） 遠隔臨場等の実施について 

地質調査業務等については、受託者が希望する場合は、「建設現場の遠隔臨場に関する要

領」に基づき、モバイル端末等による映像と音声の双方向通信を用いた調査職員の臨場

（以下、「遠隔臨場」という。）を適用することができる。なお、要領は、以下によるも

のとする。 

（ https://www.city.sendai.jp/kojikanri/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/enkak

u.html） 

受託者は、遠隔臨場の実施を希望する場合は、「委託業務等に係る打合せ簿」にその旨を

記載し発注者に提出するものとする。 

なお、遠隔臨場を実施しない場合においても、モバイル端末等（Web 会議システム等）の

活用は遠隔臨場だけでなく、日常的な打合せや、現場不一致、事故などの報告時等でも

活用効果が期待されることから、受託者の創意工夫等、自発的に活用できるものとする。 

（９） インフレスライドについて 

予期することのできない特別の事情により、工期内に日本国内において急激なインフレ

－ション又はデフレ－ションを生じ、契約金額が著しく不適当となったときは、発注者

又は受託者は契約金額の変更を請求することができる。なお、手続きについては以下の

「（２）インフレスライド（第 25 条第 6 項）」に準拠する。 

（https://www.city.sendai.jp/kojikanri/jigyosha/keyaku/gijutsu/yoko/slide.html） 

 


